












化し, 中央政府, リージョン (広域地域), コミューン
(自治体) の三段階に再編され, それぞれ直接的に EU
やグローバル社会と対峙するよう, 変化した. また槌田
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要旨
グローバル化によって, 教育が国際貿易における商品となり, 教育政策が人的投資戦略に転換している. EUでは各国の
教育政策が資格枠組みを通して統合化されるとともに, エラスムス計画をはじめとするヨーロッパの次元での教育政策が展
開している. 北欧の次元の教育政策としてノルドプラスがあるが, その内容も歴史的変遷も, ヨーロッパの次元の教育政策
と類似している. しかしノルドプラスは北欧諸国・バルト諸国の統合を目標とはせず, あくまで国家間の多様性を保持した



























































積がある. スウェーデンについては, 1980 年ごろまで






野を取り扱った川崎ほか (2018) がある. またスウェー
デン・モデルの福祉国家制度成立の要因として, 職業教
育制度の発達を論じた石原 (2015) や, 職業教育制度の









記述した藤井・橋 (2007) がある. デンマークについ
ては, 1970 年代から 1990 年代までの教育制度の概要を
論じた仲村・一番ケ瀬編 (1999) や, 全般的な教育制度
と 2015 年の教育改革を紹介した谷・青木編 (2017) が
ある. 職業教育分野では, 職業教育制度とフレキシキュ
リティやアクティベーションなど福祉国家体制との関係
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を論じた嶋内 (2015a) や, 職業教育制度における労使
のガバナンス体制を明らかにした嶋内 (2015b), 資格
枠組みについて論じた岩田 (2015) と職業教育制度全体
を概観した岩田 (2016) がある. ノルウェーについては,
1990 年代までの全体的な教育制度の概要を論じた仲村・
一番ケ瀬編 (1999), 1990 年代の初等・中等教育改革を
論じた北川 (2002) がある. アイスランドについては,
1980 年代までの教育制度の概要を論じたOECD (1987),
1990 年代の教育改革をグローバル化と福祉国家との関
係から論じた天池 (2019) がある. また, ノルウェーと
フィンランドの職業教育・訓練制度の改革について概観
した沼口 (2017) がある.
保育の分野を横断的に分析した泉編 (2017) は, グロー
バル化に基づく制度改革を明確に位置付けている点で特







析した石黒 (2017) においては, グローバル化との関連

















測定し, 国際的に比較したのが PISA である. この
PISAの国際比較によって各国政府は否応なしに教育シ
ステムの見直しを迫られ, 教育改革が進められる. フィ











福田はさらに福田 (2017) で, グローバル化における


















格枠組み (European Qualifications Framework：
EQF) への準拠だろう. 新井 (2016) がフィンランド



















五月女 (2004) によると, 北欧協力の中心的な役割を
担うことになった北欧理事会 (Nordic Council 2) は,
































































る. この底辺への競争はさらに, OECD (1998) の有害
な税の競争に発展する. これは有害税制を有するタック























































である. それが 1997 年における欧州委員会と UNESCO
によって ｢欧州地域の高等教育資格承認協定｣ であるリ
































関して 3 つの協定が調印されている. CEの教育政策に
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1971 年の EC教育閣僚理事会であり, 教育分野におけ
る協力が検討された. それを受けて 1973 年に ｢教育に
関する共同体政策のために (別名：ジャンヌ報告)｣ が
提出され, その中でヨーロッパの次元が提起された. そ
の後, 1988 年に ｢教育におけるヨーロッパの次元決議｣
が採択され, 教科の指導要領へのヨーロッパの次元の導
入や, ヨーロッパ・アイデンティティの形成, 加盟国の
具体的な行動提起などが, 定められた. これ以降, EC
では ERASMUSなどの教育プログラムが次々に展開さ






















木戸の整理によると 1989 年から 1992 年までの ECの
教育関連計画は, 主に 12 点ある.
 ERASMUS計画 (1988－90 年, 1991－93 年)
EC内の高等教育機関に学ぶ学生の移動の促進お
よびヨーロッパの次元の促進.
 COMETT計画 (1988－89 年, 1990－94 年)
高度の職業教育の改善のための, 大学と産業界の
協力関係の促進.
 ヨーロッパ青少年計画 (1989－91 年, 1992 年－)
EC内における青少年交流の改善, 促進, 多様化.
 若者労働者の交換計画 (1985－90 年, 1991 年－)
EC内の他国での, 職業訓練または労働経験の提
供.
 PETRA計画 (1989－92 年)
青少年の職業教育の促進を支援.
 IRIS計画 (1988－92 年)
女子が職業教育にアクセスすることを促進.
 CEDEFOP計画 (1975 年－)
職業教育および現職教育の促進, 発展.
 EUROTECNET計画 (1985－89 年, 1990－94 年)
職業訓練分野における革新の EC全体への喚起.




 ARION計画 (1978 年－)
教育制度の相互理解の促進.
 LINGA計画 (1990－94 年)
共同体市民として必要な言語能力の改良・促進.













計画に再編・統合された. 柿内・園山 (2005) によると
そのプログラムは,
 コメニウス (Comenius)：学校教育 (初等・中













ソクラテス計画は 1999 年に終了し, 2000 年からはソ
クラテスⅡ (第二期ソクラテス計画) に再編され, 継続
された. 柿内 (2006) によると, ソクラテスⅡでは,






ンチ (Leonardo da Vinci) と 2 本立てのアクション・
プランとなった.
4 ) 生涯学習に関する総合計画
2006 年にソクラテスⅡが終了し, 2007 年になると後
継プログラム ｢生涯学習に関する総合計画｣ が開始され,
ソクラテスとレオナルド・ダ・ヴィンチが再編される形
で, 各プログラムが 4 つに整理・統合された. 木戸
(2012) によると,
1 ) コメニウス (Comenius)：学校教育
2 ) エラスムス (Erasmus)：高等教育
3 ) レオナルド・ダ・ヴィンチ (Leonardo da Vinci)：
職業教育










それがノルドプラス (Nordplus) であり, その概要と
教育政策の生成・変遷を, 北欧閣僚理事会 (Nordiska
ministerradet 2008) に沿って論じる. そしてヨーロッ
パの次元の教育政策と比較することにより類似性を見出
し, 同時に統合を推進する EUとは異なる, 共同による
政策運営を明らかにする.
3－1 ノルドプラスの概要
ノルドプラスは 1988 年に, 北欧の大学間の協力と交
換を強化し, 北欧合同教育地域を形成するプログラムで
ある, ノルドプラス・高等教育 (Nordplus Hgre
utbildning：Nordplus Higher Education) として, 北
欧閣僚理事会によって設立された. 北欧閣僚理事会には,
スウェーデン, デンマーク, ノルウェー, フィンランド,
アイスランドの北欧 5カ国の他, フェロー諸島, グリー
ンランド, オーランドの 3自治領も加盟しているので,
この 8 地域によって運営されており, 2008 年からはバ














































3－2 北欧協力による教育政策の探求 (1988－2008 年)
北欧協力による北欧の次元の教育政策について, 1988








plus Junior 4) が 1989 年より, 北欧諸国における生徒
の移動を促進するために始まった. 2004 年までは中等
教育における 16 歳から 19 歳の生徒を対象としたプログ
ラムで, 北欧言語の理解や共同意識の形成を目的として
いた. ノルドプラス・ミニ (Nordplus Mini) は 1999




北欧交換フレームワーク (Samarbetet inom ramen fr













for nordisk folkeopplysning og voksenopplring)
が設立された. 対象は北欧諸国の国民教育機関と国民高
等学校, 成人教育機関で, ネットワーク形成支援や会合
の開催, 教材開発支援が行われた. 1968 年に北欧国民




言語教育分野では, 1981 年からノルドモール (Nord-





ドコース (Nord Kurs) は 1955 年に始まった, 北欧の
諸言語や文化を学ぶ, 大学生を対象としたサマーコース









における, 研究者, 学生, 教員, 職員の交換を促進する
ための奨学金制度が, 北欧閣僚理事会によって 1991 年
に設立されている. この奨学金制度は 1994 年に, 北西




fr Baltikum och Nordvstra Ryssland) に移行した.
3－3 バルト地域への拡大と教育政策の統合
1991 年にソビエト連邦が崩壊し, バルト諸国は独立
を果たし, バルト会議 (Baltic Assembly) とバルト閣
僚理事会 (Baltic Council of ministers) を設立して,
協力体制を構築したほか, 1992 年に設立されたバルト
海諸国理事会 (Council of the Baltic Sea States 5) に
も参加している. バルト諸国による北欧理事会への加入
申請は否決されたが, ノルドプラスには加入が認められ,

















に, 学校教育領域は就学前教育, 初等教育, 中等教育を
すべて統合してノルドプラス・ジュニアに, 国民教育・
成人教育はノルドプラス・成人教育 (Nordplus Vuxen：
Nordplus Adult) に, 言語教育はノルドプラス・北欧
言語文化 (Nordplus Nordic Language and Culture
Programme) に, そしてこれら 4 つの教育領域をまた
がって行われるものをノルドプラス・ホリゾンタル
(Nordplus Horizontal) として, 5 つに再編された.
ただし, バルト諸国や北西ロシアへの拡大策はノルドプ
ラス・近隣基金 (Nordplus Nabo：Nordplus Neigh-






となった. しかし 2008 年にノルドプラス・北欧言語









Bjorn and others (2011), Melin and others (2015)
によると, 2011 年には受講受付・分析オンライン制度
(ARS) が開始されたが, あまりうまく機能しなかった
ために, 2013 年に新しくエスプレッソ (Espresso) が
導入されている. また 2009 年に北欧閣僚理事会はノル
ドプラスを評価することを決定し, その評価をイノベー
ション・研究・教育に関する北欧研究機関 (Nordic In-
stitute for Studies in Innovation, Research, and Edu-
cation：NIFU) に委託した. NIFU は 2008 年から
2011 年の期間に評価を担当したが, 2012 年から 2016 年
の期間は, テックポリス・グループ (Techpolis Group)
が担当している.
ノルドプラスの運営体制であるが, 1988 年から 1998
年までは北欧閣僚理事会が運営事務局を担っていたが,
1999 年から 2003 年はノルウェーの教育戦略局 (Senter
for internationalisering av hogre utdanning：SIU)
が, 2004 年以降はフィンランドの国際移動局 (Center
for International Mobility：CIMO) が担当し, 2019
年からはアイスランド研究センター (The Icelandic
Centre for Research： Ranns) が担当している
(Ptursson 2019). また 2019 年現在では, 5 つのプロ
グラムごとに担当国が決まっており, ノルドプラス・高
等教育をフィンランド教育局 (The Finnish National
Agency for Education：EDUFI), ノルドプラス・ジュ
ニアをスウェーデン高等教育理事会 (The Swedish
Council for Higher Education：UHR), ノルドプラス・
成人教育をデンマーク科学高等教育局 (The Danish
Agency for Science and Higher Education：SFU),
ノルドプラス・北欧言語をアイスランド研究センター,
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ノルドプラス・ホリゾンタルをノルウェー国際協力・高
等教育質保証局 (Norwegian Agency for International





















1988 年である. 1995 年のソクラテス計画発足時には同
調する動きはないものの, 2000 年に EUのソクラテス
Ⅱ (エラスムス, コメニウス, グルントヴィと, ソクラ
テスの枠外にレオナルド・ダ・ヴィンチ) が発足したが,
その 4 年後の 2004 年にはノルドプラスは 4 つのプログ
ラム (ノルドプラス・高等教育, ジュニア, 成人教育,
ホリゾンタルと, ノルドプラスの枠外に北欧言語文化)
に再編された. さらに 2007 年に EUの ｢生涯学習に関
する総合計画｣ が開始され, エラスムス, コメニウス,
グルントヴィ, レオナルド・ダ・ヴィンチの 4つの学習
プロジェクトが同計画もとに統合化されると, 2008 年
にノルドプラスも高等教育, ジュニア, 成人教育, 北欧
言語, ホリゾンタルと, 5 つのプロジェクトがノルドプ
ラスの元に統合された. また, EUの地理的拡大7とも
同調し, 2004 年における EUの東欧拡大とともに, 同
年ノルドプラスへのバルト諸国の参加も認められ, 2008
年には全プロジェクトへの参加が実現した.





























策が統合化されており, さらに木戸 (2012) によると,




























(Joint Degree Programms：合同修士プログラム), 発
展プロジェクト, そして学生とアカデミックスタッフの












リー・プログラム, 発展プロジェクトの 3つがある. 第
一の拡張コースは, 1 週間から 1か月間のコースで, 講




























































の対象となるのは, 北欧諸国とバルト諸国, 3 自治領で
あるが, 北ドイツのシュレスビヒがパートナーとしての
み参加可能となっている.




教員, 職員を派遣する. 期間は移動も含めて, 最
長で 5日間である.
B) 教職員の交換：教員, 職員の学びのために派遣,
交換する. 期間は 1週間から 1年間である.
C) クラス単位の交換：ノルドプラスの目的に沿った
テーマに, 2 か国以上の生徒のグループやクラス




E) 職業経験のための高校生個人の交換：期間は 1 週






















人や, 特別なニーズを持った学習者, 高齢の市民, 難民
や移民, そして失業者である.
対象とするグループは, 北欧諸国とバルト諸国, 3 自
治領における, 成人教育に関わるすべてのタイプの組織



























が参加できる. 活動内容は, ワークショップ, 交換体験
のセミナー, 国際会議, 研究と分析, 統計プロジェクト,
教育研究の結果を利用するプロジェクトなどである. ノ
ルドプラス・ホリゾンタルは幅広いテーマと領域に補助














ド語, フェロー語, グリーンランド語, アイスランド語,





















1988 年におけるノルドプラスの開始から, 2008 年の
改革に至るまでのノルドプラスの成果を, 北欧閣僚理事
会 (Nordiska ministerradet 2008) がまとめている.
ノルドプラス・高等学校については, 当初から基幹的
な制度であったため, 詳細に評価されている. ネットワー
クについては, 1988 年から 2007 年の間に合計で 8,335
件のネットワークが設立された. 補助金は 1988 年から
1995 年の間に, 年間 800 万 DKK (デンマーク・クロー
ナ) から 1億 900 万 DKKに急増している. しかしその
後減少し 2004 年から 2006 年の期間では, 年間 500 万
DKKの水準で推移している. 補助金の適用状況につい
ては, 1988 年から 2007 年の間に合計 5,568 件のネット






1991 年から 2001 年の間に両地域とのネットワークの補
助金適用数は, 14 件から 38件と大幅に増加しているが,
2002 年は 35 件, 2003 年は 28 件と減少し, 2008 年には
適用数は 0となり, 北欧諸国のみの適用となっている.
補助金を受けたプログラムの科目であるが, 1999 年




ては, 1988 年から 2007 年の間では, モビリティ・プロ
グラムが 72％と, ほぼ大半を占めている.
モビリティにおいては学生の移動が中心的な位置を占
めている. ノルドプラスにおいては単位 (Credit) の互
換に問題がないので, 学生移動は年々増加している.
1988 年には 300 人だった年間移動件数が, 2006 年には







いては, 1988 年から 1994 年の間には 2,600 人が, 1999




ラムがある. 拡張コースは 2000 年は 80 件, 2001 年は
71 件, 2003 年は 51 件であり, 減少傾向にある. ジョイ
ント・ディグリー・プログラムは近年になって加えられ
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たもので, 2004 年は 29 件, 2005 年は 40 件, 2006 年は




ドプラス・ジュニアについては, 1998 年から 2003 年の
間に補助金が, 年間 550 万 DKKから 1,750 万 DKKへ




2004 年から 2007 年の期間では, 700 万 DKKから 900






れる. ノルドプラス・北欧言語については, 2004 年か
ら 2007 年の期間の適用件数は, 67 件から 77 件の間で
推移している. 適用率は 55％から 69％の間で推移して
いる. デンマークが最も多く適用され, その次がノルウェー
である. ノルドプラス・近隣基金については, 2004 年




















を行っているが, 実際には 2015 年の評価 (Melin and
others 2015) で差異化が不十分であると指摘されてい



























































































4 Nordplus Juniorは原語であるスウェーデン語と, 英語の
表記が同じで, かつ就学前教育, 初等教育, 中等教育を含
んでいるため一言の訳語で表現することが難しく, カタカ
ナ表記のジュニアとした.
5 バルト海諸国理事会のウェブページによると, 2019 年現
在, スウェーデン, フィンランド, ロシア, エストニア,
ラトビア, リトアニア, ポーランド, ドイツ, デンマーク,






7 EUは 1993 年のマーストリヒト条約によって成立して以
降, 1995 年にスウェーデン, フィンランド, オーストリ








諸協力 (Petersen 2017) と, バルト海労働フォーラム
(BALTIC SEA LABOUR FORUM) である.
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